
１ 概  要                 

（１）概 況  （第1・3・6-2表、第1図）   

 平成22年12月31日現在で実施した平成22年工業統計調査（従業者4人以上の製造事業所についての集計）

の大阪府における主要項目の結果は次のとおりであった。 

① 事業所数は2万122事業所、従業者数は47万7484人、製造品出荷額等は15兆7131億円であった。   

前年と比べると、事業所数1240事業所（▲5.8％）減、従業者数7538人（▲1.6％）減、製造品出荷額

等9069億円（6.1％）増であった。 

② 現金給与総額は2兆947億円（前年比▲1.0％減）、原材料使用額等は9兆3650億円（同10.3％増）であ

った。 

③ 従業者30人以上の事業所についての調査項目では、付加価値額 4兆970億円（前年比4.5％増）、生産

額11兆9596億円（同9.2％増）、有形固定資産の年間投資総額6842億円（同4.6％増）、事業所敷地面積

3982万㎡（同0.4％増）、１日当たりの用水使用量587万㎥（同4.2％増）であった。 

（２）産業別の状況  （第3表）    

① 事業所数は、前年と比べると、金属製品

（274事業所減）、生産用機械（170事業所減）、

繊維（104事業所減）など23産業が減少した。

一方、増加したのは、石油･石炭（2事業所

増）の1産業であった。 

また、構成比では、金属製品が20.8％と最

も高く、次いで生産用機械10.8％、プラスチ

ック製品8.2％の順となっている。 

② 従業者数は、前年と比べると、電子部品

（2373人減）、はん用機械（2228人減）、パル

プ･紙（1141人減）など18産業が減少した。

一方、増加したのは、電気機械(3659人増)、

情報通信機械（757人増）、生産用機械（486

人増）など6産業であった。 

また、構成比では、金属製品が13.6％と最も高く、次いで食料品10.0％、生産用機械9.2％の順とな

っている。              

③ 製造品出荷額等は、前年と比べると、石油･石炭（4007億円増）、生産用機械（1596億円増）、非鉄金

属（1594億円増）など14産業が増加した。一方、減少したのは、はん用機械（1194億円減）、印刷（431

億円減）、繊維（395億円減）など10産業であった。 

また、構成比では、化学が13.1％と最も高く、次いで鉄鋼8.6％、石油･石炭8.3％の順となっている。 
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第２図 従業者規模別構成比（従業者４人以上） 
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第３図 地域別構成比 （従業者４人以上）
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（３）従業者規模別の状況  （第4表、第2図） 

 事業所数、従業者数、製造品出荷額等を従業者規模別（小規模層：従業者4～29人、中規模層：同30～ 

299人、大規模層：同300人以上）にみると、事業所数では小規模層1万7372事業所（構成比86.3％）、中規

模層2590事業所（同12.9％）、大規模層160事業所（同0.8％）と小規模層の構成比が高い。 

従業者数では、中規模層18万5664人（構成比

38.9％）、小規模層17万8029人（同37.3％）、大

規模層11万3791人（同23.8％）となっている。 

 製造品出荷額等では、大規模層6兆6039億円

（構成比42.0％）、中規模層6兆1949億円（同

39.4％）、小規模層2兆9143億円（同18.5％）

と、大規模層、中規模層の構成比が高い。 

（４）地域別の状況  （第14-1表、第3図） 

 事業所数、従業者数、製造品出荷額等を地

域別（5地域区分）でみると、事業所数は、

大阪市地域、東大阪地域、泉州地域、北大阪

地域、南河内地域の順となっている。 

従業者数は、東大阪地域、大阪市地域、泉

州地域、北大阪地域、南河内地域の順となっ

ている。 

製造品出荷額等は、泉州地域、東大阪地

域、大阪市地域、北大阪地域、南河内地域の

順となっている。 

平成22年調査では、泉州地域が製造品出荷

額等において、東大阪地域を上回って第1位

となった。 
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第４図 主要都道府県別事業所数及び製造品出荷額等

（従業者４人以上）
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   第２表  主　要　都  道  府  県  別  統  計  表

              (従業者4人以上)

    事    業    所    数      従     業     者     数         製       造       品       出       荷       額       等

都道府県 1事業所  従業者

平成22年 平成21年 前年比 平成22年 平成21年 前年比 平成22年 平成21年 前年比 増減額 寄与率  当たり 1人当たり

(%) (人) (人) (%) (百万円) (百万円) (%) (百万円) (%) (万円) (万円)

全    国  224 403  235 817 95. 2 7 663 847 7 735 789 99. 1 289 107 683 265 259 031 109. 0 23 848 652 100. 0  128 834  3 772

   

大 阪 府  20 122  21 362 94. 2  477 484  485 022 98. 4 15 713 108 14 806 158 106. 1  906 950 3. 8  78 089  3 291

北 海 道  5 931  6 136 96. 7  173 973  177 113 98. 2 5 952 864 5 202 551 114. 4  750 313 3. 1  100 369  3 422

東 京 都  15 082  16 469 91. 6  310 022  324 995 95. 4 8 242 176 8 023 647 102. 7  218 529 0. 9  54 649  2 659

神奈川県  9 157  9 642 95. 0  379 751  389 280 97. 6 17 246 683 14 868 385 116. 0 2 378 298 10. 0  188 344  4 542

静 岡 県  10 768  11 266 95. 6  409 030  411 551 99. 4 15 793 109 15 050 953 104. 9  742 156 3. 1  146 667  3 861

愛 知 県  18 764  19 695 95. 3  790 778  801 450 98. 7 38 210 826 34 431 322 111. 0 3 779 504 15. 8  203 639  4 832

京 都 府  5 004  5 330 93. 9  140 757  146 346 96. 2 4 832 897 4 675 054 103. 4  157 843 0. 7  96 581  3 434

兵 庫 県  9 555  10 138 94. 2  359 236  362 847 99. 0 14 183 783 13 423 028 105. 7  760 755 3. 2  148 444  3 948

広 島 県  5 490  5 638 97. 4  206 653  205 008 100. 8 8 732 482 7 917 797 110. 3  814 685 3. 4  159 062  4 226

福 岡 県  6 172  6 434 95. 9  218 092  216 161 100. 9 8 207 581 7 767 530 105. 7  440 051 1. 8  132 981  3 763

　資料  経済産業省大臣官房調査統計グループ  平成22年 工業統計表　産業編「概要版」 
　　　　経済産業省大臣官房調査統計グループ  平成21年 工業統計表　「市区町村編」
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第５図 産業中分類特化係数（製造品出荷額等）
（従業者4人以上）

２

１

（５）全国に占める大阪府の位置  （第2・10表、第4・5図） 

 ① 経済産業省大臣官房調査統計グルー

プが公表した「平成22年工業統計表産

業編[概要版]」（従業者4人以上）によ

ると、全国の事業所数は22万4403事業

所（前年比▲4.8％減）、従業者数は766

万3847人（同▲0.9％減）、製造品出荷

額等は289兆1077億円（同9.0％増）で

あった。大阪府も全国同様、事業所

数、従業者数が減少したが、製造品出

荷額等は増加した。 

 ② 都道府県別にみると、大阪府は、事

業所数で第1位、従業者数で愛知県に次

いで第2位、製造品出荷額等で愛知県、

神奈川県、静岡県に次いで第4位の位置

を占めている。 

 ③ 大阪府の産業別特徴を製造品出荷額

等の特化係数（全国の産業中分類別構

成比に対する大阪府の産業中分類別構

成比の割合）でみると、家具が2.0と最

も高く、次いで、金属製品1.9、石油・

石炭1.6、印刷1.6の順となっている。 
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第７図 事業所数の規模別産業構成比
（従業者４人以上）

金属製品

20.8%

生産用

機械

10.8%

繊維

7.1%

印刷

8.0%
ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
製品8.2%

パルプ・紙 4.0% 

鉄鋼 3.3%

化学 2.8%

窯業・土石 1.8%

ゴム製品 1.6%

非鉄金属 1.5%

木材 1.0% 

石油・石炭 0.3%

情報通信機械 0.4%

電子部品 1.1%

業務用機械 1.6%

輸送用機械 2.8%

電気機械 4.9%

はん用機械 5.3%

飲料・たばこ 0.4%

なめし革 1.0%

家具 2.6%

その他 3.8%

食料品 4.9%

基礎

素材型

45.3%

生活関連

･その他型

27.8%

加工

組立型

26.9%

第６図 事業所数の産業別構成比（従業者４人以上）
（事業所数 2万122事業所)

２ 事 業 所 数 

 事業所数は、2万122事業所で、前年に比べ1240事業所（▲5.8％）の減少となった。 

（１）産業別状況  （第3・8表、第6図） 

 産業別にみると、金属製品が4194事業所（構成比20.8％）と最も多く、次いで生産用機械2173事業所

（同10.8％）、プラスチック製品1641事業所（同8.2％）の順となっている。 

産業小分類別でみると、金属製品では、「建設用・建築用金属製品（製缶板金業を含む）」、生産用機械で

は、「その他の生産用機械・同部分品」、プラスチック製品では、「その他のプラスチック製品」がそれぞれ

の第1位を占めている。 

前年と比べると、24産業のう

ち23産業が減少し、1産業が増加

した。減少した産業は、金属製

品274事業所（▲6.1％）減、生

産用機械170事業所(▲7.3％)減、

繊維104事業所（▲6.8％）減な

どであった。一方、増加した産

業は、石油 ･ 石炭 2 事業所

（3.5％）増であった。 

産業3類型別構成比をみると、

基礎素材型産業45.3％（9124事

業所）、生活関連・その他型産業

27.8％（5594事業所）、加工組立

型産業26.9％（5404事業所）と

なっている。 

（２）従業者規模別状況     

（第4・5表、第7図） 

規模別にみると、小規模層1万

7372事業所(構成比86.3％)、中

規模層2590事業所（同12.9％)、

大規模層160事業所（同0.8％）

となっている。 

前年と比べると、小規模層

1233事業所（▲6.6％）減、中規

模層8事業所（▲0.3％）減、大

規模層1事業所（0.6％）増であ

った。 

 産業別及び産業3類型別の構成

比をみると、次のとおりである。 

〔小規模層〕 

 金属製品21.9％（3805事業

所）、生産用機械11.1％（1921

事業所）、プラスチック製品 

8.2％（1427事業所）の順と

なっている。 

 類型別にみると、基礎素材型

産業45.4％（7893事業所）、生

活関連・その他型産業28.1％

(4884事業所）、加工組立型産業

26.5％（4595事業所）となって

いる。 
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〔中規模層〕 

 金属製品14.8％（383事業所）、食料品10.0％（259事業所）、生産用機械9.2％（237事業所）の順となって

いる。 

 類型別にみると、基礎素材型産業45.5％（1179事業所）、加工組立型産業28.6％（740事業所）、生活関

連・その他型産業25.9％（671事業所）となっている。 

〔大規模層〕 

 食料品20.0％（32事業所）、化学11.9％（19事業所）、はん用機械9.4％（15事業所）、生産用機械9.4％

（15事業所）の順となっている。 

 類型別にみると、加工組立型産業43.1％（69事業所）、基礎素材型産業32.5％（52事業所）、生活関連・

その他型産業24.4％（39事業所）となっている。 

（３）地域別状況  （第11・14－1表、第8図） 

 地域別にみると、大阪市地域6873事業所（構成比34.2％）、東大阪地域6782事業所（同33.7％）、泉州地

域3474事業所（同17.3％）、北大阪地域1740事業所（同8.6％）、南河内地域1253事業所（同6.2％）の順と

なっている。 

前年と比べると、大阪市地域467事業所（▲6.4％）減、東大阪地域440事業所（▲6.1％）減、泉州地域

150事業所（▲4.1％）減、北大阪地域121事業所（▲6.5％）減、南河内地域62事業所（▲4.7％）減と全て

の地域で減少した。 

 産業別の構成比をみると、次のとおりである。 

〔大阪市地域〕金属製品19.1％（1316事業所）、印刷14.2％（976事業所）、生産用機械9.3％（636事業所）

の順となっている。 

〔北大阪地域〕金属製品19.0％（331事業所）、生産用機械13.7％（239事業所）、電気機械9.1％（158事業

所）の順となっている。 

〔東大阪地域〕金属製品24.0％（1627事業所）、生産用機械13.0％（879事業所）、プラスチック製品

11.4％（771事業所）の順となっている。 

〔南河内地域〕金属製品22.7％（285事業所）、プラスチック製品11.6％（145事業所）、生産用機械8.9％

（112事業所）の順となっている。 

〔泉州地域〕繊維20.1％（699事業所）、金属製品18.3％（635事業所）、生産用機械8.8％（307事業所）の

順となっている。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８図 事業所数の地域別産業構成比（従業者４人以上） 
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３ 従 業 者 数 

 従業者数は、47万7484人で、前年に比べ7538人（▲1.6％）の減少となった。 

 また、1事業所当たりの従業者数は23.7人で、前年に比べ1.0人（4.5％）の増加となった。 

（１）産業別状況    （第3・8・9表、第9図） 

 産業別にみると、金属製品が6万4773人（構成比13.6％）と最も多く、次いで食料品4万7912人（同

10.0％）、生産用機械4万3971人（同9.2％）の順となっている。 

 産業小分類別でみると、金属製品では、「建設用・建築用金属製品（製缶板金業を含む）」、食料品では、

「その他の食料品」、生産用機械では、「その他の生産用機械・同部分品」がそれぞれの第1位を占めている。 

 前年と比べると、24産業のうち18産業が減少し、6産業が増加した。減少した産業は、電子部品2373人

（▲21.0％）減、はん用機械2228人（▲6.9％）減、パルプ・紙1141人（▲7.4％）減などであった。一方、

増加した産業は、電気機械3659人（13.0％）増、情報通信機械757人（6.3％）増、生産用機械486人

（1.1％）増などであった。 

産業3類型別構成比をみると、基礎素材型産業40.7％（19万4117人）、加工組立型産業33.6％（16万340

人）、生活関連・その他型産業25.8％（12万3027人）となっている。 

１事業所当たりの従業者数を前年

と比べると、24産業のうち17産業が増

加し、7産業が減少した。増加した産

業は情報通信機械39.5人（30.4％）増、

電気機械5.1人（18.6％）増、化学3.0

人（5.4％）増などであった。一方、

減少した産業は、電子部品8.8人（▲

18.3％）減、鉄鋼0.8人（▲2.5％）

減、はん用機械0.7人（▲2.4％）減

などであった。 

 また、１事業所当たりの従業者数の

多い産業は、情報通信機械169.3人、

化学58.4人、食料品48.5人の順となっ

ている。一方、少ない産業は、なめし

革10.0人、繊維13.5人、その他14.2人

の順となっている。 

 （２）従業者規模別状況    （第4・5表、第10図） 

規模別にみると、中規模層18万5664人（構成比38.9％）、小規模層17万8029人（同37.3％）、大規模

層11万3791人（同23.8％）となっている。 

前年と比べると、小規模層9236人（▲4.9％）減、中規模層907人（▲0.5％）減、大規模層2605人

（2.3％）増であった。  

  産業別及び産業3類型別の構成比をみると、次のとおりである。 

〔小規模層〕 

 金属製品20.8％（3万7063人）、生産用機械10.5％（1万8753人）、プラスチック製品8.6％（1万5383人）

の順となっている。 

 類型別にみると、基礎素材型産業45.8％（8万1581人）、生活関連・その他型産業27.4％（4万8727人）、

加工組立型産業26.8％（4万7721人）となっている。 

〔中規模層〕 

 金属製品13.4％（2万4802人）、食料品12.0％（2万2358人）、生産用機械8.4％（1万5524人）の順となって

いる。 

 類型別にみると、基礎素材型産業44.8％（8万3166人）、加工組立型産業28.4％（5万2709人）、生活関

連・その他型産業26.8％（4万9789人）となっている。 

〔大規模層〕 

 食料品15.0％（1万7032人）、輸送用機械12.8％（1万4535人）、化学11.5％（1万3100人）の順となって

いる。 
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 類型別にみると、加工組立型産業52.6％（5万9910人）、基礎素材型産業25.8％（2万9370人）、生活関連・

その他型産業21.5％（2万4511人）となっている。 

（３）地域別状況   (第11・14-1表、第11図)   

 地域別にみると、東大阪地域16万2026人（構成比

33.9％）、大阪市地域12万8897人（同27.0％）、泉州

地域9万6660人（同20.2％）、北大阪地域6万1689人

（同12.9％）、南河内地域2万8212人（同5.9％）の順

となっている。          

前年と比べると、大阪市地域4090人（▲3.1％）

減、東大阪地域2553人（▲1.6％）減、南河内地域

346人（▲1.2％）減、北大阪地域324人（▲0.5％）

減、泉州地域225人（▲0.2％）減と全ての地域で減

少した。 

 産業別構成比をみると、次のとおりである。 

〔大阪市地域〕金属製品14.7％（1万8917人）、印刷

12.3％（1万5900人）、化学11.0％（1万4142人）の

順となっている。 

〔北大阪地域〕輸送用機械15.2％（9358人）、食料

品14.2％（8737人）、化学10.0％（6164人）の順と

なっている。 

〔東大阪地域〕金属製品14.5％（2万3457人）、生産

用機械11.3％（1万8384人）、プラスチック製品9.0

％（1万4584人）の順となっている。 

〔南河内地域〕食料品19.4％（5463人）、金属製品

14.7％（4137人）、プラスチック製品10.4％（2948

人）の順となっている。 

〔泉州地域〕金属製品13.2％（1万2772人）、食料品

11.3％（1万897人）、繊維9.7％（9360人）の順とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１図 従業者数の地域別産業構成比（従業者４人以上） 
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４ 製 造 品 出 荷 額 等 

 製造品出荷額等は、15兆7131億円で、前年に比べ9069億円（6.1％）の増加となった。 

また、１事業所当たりの製造品出荷額等は、7億8089万円で、前年に比べて8778万円（12.7％）の増加と

なった。 

従業者１人当たりの製造品出荷額等は、3291万円で前年に比べ238万円（7.8％）の増加となった。 

（１）産業別状況    （第3・8・9表、第12・13図） 

  産業別にみると、化学が2兆592

億円（構成比13.1％）と最も多く、

次いで鉄鋼1兆3524億円（同

8.6％）、石油･石炭1兆3118億円

（同8. 3％）の順となっている。 

産業小分類別でみると、化学で

は、「医薬品」、鉄鋼では、「製鋼

を行わない鋼材（表面処理鋼材を

除く）」、石油･石炭では、「石油精

製業」がそれぞれの第1位を占め

ている。 

前年と比べると、24産業のうち

14産業が増加し、10産業が減少し

た。増加した産業は、石油・石炭

4007億円（44.0％）増、生産用機

械1596億円（16.2％）増、非鉄金

属1594億円（31.3％）増などであ

った。一方、減少した産業は、は

ん用機械1194億円（▲13.8％）減、

印刷431億円（▲7.8％）減、繊維

395億円（▲11.3％）減などであっ

た。 

 産業3類型別構成比をみると、基

礎素材型産業52.3％（8兆2109億

円）、加工組立型産業32.2％（5兆

596億円）、生活関連・その他型産

業15.5％（2兆4426億円）となって

いる。 

１事業所当たりの製造品出荷額

等を産業別に前年と比べると、24

産業のうち19産業が増加し、5産業

が減少した。 

増加した産業は、石油・石炭62

億4886万円（39.1％）増、情報通

信機械25億3384万円（35.6％）増、

非鉄金属6億3718万円（39.3％）増

などであった。一方、減少した産

業は、はん用機械7426万円（▲

9.6％）減、繊維1098万円（▲

4.8％）減、なめし革991万円（▲

7.3％）減などであった。 
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なお、府平均の１事業所当たりの製造品出荷額等（7億8089万円）を上回っているのは、石油・石炭222

億3457万円、情報通信機械96億4301万円、化学35億9994万円など11産業であった。 

 従業者１人当たりの製造品出荷額等を産業別に前年と比べると、24産業のうち16産業が増加し、8産業が

減少した。 

増加した産業は、石油・石炭2億1346万円（40.4％）増、電子部品1933万円（36.9％）増、非鉄金属1569

万円（31.1％）増などであった。一方、減少した産業は、はん用機械198万円（▲7.4％）減、繊維116万円

（▲6.7％）減、印刷83万円（▲4.6％）減などであった。 

 なお、府平均の従業者１人当たりの製造品出荷額等（3291万円）を上回っているのは、石油・石炭7億

4199万円、飲料・たばこ1億1390万円、電子部品7166万円など8産業であった。 

（２）従業者規模別状況    （第4・5表、第14図） 

 規模別にみると、大規模層6兆6039億円（構成比42.0％）、中規模層6兆1949億円（同39.4％）、小規模層2

兆9143億円（同18.5％）となっている。 

 前年と比べると、中規模層5907億円（10.5％）増、大規模層4530億円（7.4％）増、小規模層1367億円

（▲4.5％）減であった。 

 産業別及び産業3類型別の構成比をみる

と、次のとおりである。 

〔小規模層〕 

 金属製品19.0％（5550億円）、生産用

機械9.2％（2675億円）、鉄鋼8.5％

（2478億円）の順となっている。 

 類型別にみると、基礎素材型産業

53.1％（1兆5482億円）、加工組立型産

業23.8％（6929億円）、生活関連・その

他型産業23.1％（6732億円）となって

いる。 

〔中規模層〕 

 化学13.2％（8185億円）、鉄鋼11.2％

（6966億円）、金属製品9.7％（5983億

円）の順となっている。 

 類型別にみると、基礎素材型産業

59.9％（3兆7126億円）、生活関連・そ

の他型産業20.4％（1兆2665億円）加工

組立型産業19.6％（1兆2158億円）とな

っている。 

〔大規模層〕 

 化学16.2％（1兆726億円）、石油・石

炭、情報通信機械10.3％（6833億円）

の順となっている。 

  類型別にみると加工組立型産業

47.7％（3兆1509億円）、基礎素材型産

業44.7％（2兆9501億円）、生活関連・

その他型産業7.6％（5030億円）となっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

第14図  製造品出荷額等の規模別産業構成比
                    （従業者４人以上）
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第15図 地域別製造品出荷額等（従業者4人以上）
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（３）地域別状況    （第11・14-1表、第15・16図） 

 地域別にみると、泉州地域5兆2160億円（構成比33.2％）、東大阪地域4兆3941億円（同28.0％）、大阪市地

域3兆5669億円（同22.7％）、北大阪地域1兆9428億円（同12.4％）、南河内地域5934億円（同3.8％）の順と

なっている。 

 前年と比べると、泉州地域9857億円（23.3％）増、東大阪地域1147億円（2.7％）増、南河内地域132億円

（2.3％）増、北大阪地域260億円（▲1.3％）減、大阪市地域1807億円（▲4.8％）減であった。 

 産業別の構成比をみると、次のとおりである。 

〔大阪市地域〕 

  化学22.4％（8007億円）、鉄鋼13.4％

（4791億円）、金属製品9.6％（3429億円）

の順となっている。 

〔北大阪地域〕 

 化学18.5％（3600億円）、輸送用機械

11.7％（2269億円）、食料品11.6％（2262

億円）の順となっている。 

〔東大阪地域〕 

 生産用機械12.5％（5511億円）、電気機

械12.1％（5318億円）、情報通信機械

11.4％（5021億円）の順となっている。 

〔南河内地域〕 

食料品17.2％（1022億円）、金属製品

13.0％（771億円）、プラスチック製品

10.4％（619億円）の順となっている。 

〔泉州地域〕 

 石油・石炭24.7％（1兆2876億円）、化

学12.4％(6490億円)、鉄鋼10.4％（5406

億円）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６図 製造品出荷額等の地域別産業構成比（従業者４人以上） 
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５ 付 加 価 値 額 （従業者30人以上） 

 付加価値額は、4兆970億円で、前年に比べ1760億円（4.5％）の増加となった。 

（１）産業別状況    （第3表、第17図） 

産業別にみると、化学が 1 兆

39 億円（構成比 24.5％）と最

も多く、次いで食料品 3729 億

円（同 9.1％）、電気機械 2895

億円（同 7.1％）の順となって

いる。 

前年と比べると、24 産業の

うち 13 産業が増加し、11 産業

が減少した。増加した産業は、

生産用機械 625 億円（34.9％）

増、窯業 ･ 土石 517 億円

（99.1％）増、電気機械 491 億

円（20.4％）増などであった。

一方、減少した産業は、情報通

信機械 206 億円（▲8.4％）減、

繊維 194 億円（▲27.7％）減、

石油 ･ 石炭 166 億円（▲

19.2％）減などであった。 

 産業 3 類型別構成比をみると、基礎素材型産業 50.2％（2 兆 575 億円）、加工組立型産業 33.7％（1 兆

3790億円）、生活関連・その他型産業16.1％（6605億円）となっている。 

（２）従業者規模別状況    （第4表） 

 規模別にみると、大規模層 2兆 1120億円（構成比 51.5％）、中規模層 1兆 9850億円（同 48.5％）とな

っている。 

 前年と比べると、大規模層1193億円（6.0％）増、中規模層567億円（2.9％）増であった。 

（３）付加価値率  （第3表、第18図） 

 付加価値率 (生産額に占

める付加価値額の割合) を

みると、産業平均で 33.3％

と前年に比べ 1.8 ポイント

の低下となった。 

  産業別にみると、付加価

値率の低い産業は、石油・

石炭 6.9 ％、非鉄金属

14.8％、鉄鋼 17.9％の順と

なっている。一方、付加価

値率の高い産業は、化学

54.1％、窯業･土石 48.7％、

業務用機械 47.3％の順とな

っている。 
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平 成 21 年

平 成 22 年

(万円)

６ 現 金 給 与 総 額 

 常用労働者に支払われた1年間の現金給与総額は、2兆947億円で、前年に比べ210億円（▲1.0％）の減少

となった。 

 また、常用雇用者１人当たりの現金給与額（従業者30人以上）は475万円で、前年に比べ5万円

（1.0％）の増加となった。 

（１）産業別状況    （第3・9表、第19図） 

産業別にみると、金属製品が2566億円（構成比12.2％）と最も高く、次いで生産用機械2071億円（同

9.9％）、化学1888億円（同9.0％）の順となっている。前年と比べると、24産業のうち19産業が減少し、5

産業が増加した。減少した産業は、電子部品138億円（▲24.5％）減、はん用機械106億円（▲6.5％）減、

金属製品77億円（▲2.9％）減などであった。一方、増加した産業は、電気機械260億円（21.5％）増、情

報通信機械86億円（10.2％）増、家具70億円（12.0％）増などであった。 

  常用雇用者1人当たりの現金給与額（従業者30人以上）の高い産業は石油・石炭829万円、情報通信730万

円、家具697万円の順となっている。前年と比べると、24産業のうち12産業が増加し、12産業が減少した。

増加した産業は、家具113万円（19.4％）増、非鉄金属51万円（10.1％）増、窯業･土石29万円（6.7％）増

などであった。一方、減少した産業は、石油・石炭101万円（▲10.9％）減、電子部品39万円（▲7.4％）

減、印刷17万円（▲3.8％）減などであった。 

（２）従業者規模別状況（従業者30人以上）    （第9表） 

 常用雇用者1人当たりの現金給与額は大規模層で575万円、中規模層で415万円となっている。 

前年と比べると、大規模層12万円（2.1％）増、中規模層1万円（▲0.2％）減であった。 
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第21図 原 材 料 率 （従業者30人以上）
平成21年

平成22年

７ 原 材 料 使 用 額 等 

  原材料使用額等は、9兆3650億円で、前年に比べ8759億円（10.3％）の増加となった。 

 (１)産業別状況    （第3表、第20図） 

 産業別にみると、鉄鋼が1兆

222億円（構成比10.9％）と最も

多く、次いで石油・石炭9488億

円（同10.1％）、化学8757億円

（同9.4％）の順となっている。 

前年と比べると、24産業のう

ち12産業が増加し、12産業が減

少した。増加した産業は、石

油・石炭3763億円（65.7％）増、

非鉄金属1709億円（45.5％）増、

生産用機械1289億円（21.7％）

増などであった。一方、減少し

た産業は、はん用機械鋼993億円

（▲19.1％）減、輸送用機械243

億円（▲4.8％）減、印刷208億

円（▲7.5％）減などであった。 

（２）原材料率（従業者30人以上） （第3表、第21図） 

 原材料率（生産額に占める原材料使用額等の割合）をみると、産業平均で63.3％と前年に比べ2.0ポイン

トの上昇となった。 

産業別にみると、原材料率の高い産業は、石油・石炭91.5％、非鉄金属83.1％、鉄鋼78.0％の順となっ

ている。一方、原材料率の低い産業は、化学42.2％、窯業・土石43.5％、業務用機械49.8％の順となって

いる。 
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第23図 在 庫 率（従業者30人以上）
平成21年

平成22年

８ 生 産 額 及 び 在 庫 額 （従業者30人以上） 

（１）生産額  （第3表、第22図） 

 生産額は、11兆9596億円で前年に比べ1兆62億円（9.2％）の増加となった。 

  産業別にみると、化学1兆8309億円（構成比15.3％）と最も多く、次いで石油･石炭1兆2787億円（同

10.7％）、鉄鋼1兆707億円（同9.0％）の順となっている。 

 前年と比べると、24産業

のうち16産業が増加し、8産

業で減少した。増加した産

業は、石油･石炭4420億円

（52.8％）増、生産用機械

1909億円（30.2％）増、非

鉄金属1552億円（36.1％）

増などであった。一方、減

少した産業は、はん用機械

978億円（▲14.7％）減、情

報通信機械811億円（▲

18.9％）減、繊維287億円

（▲16.3％）減などであっ

た。 

 産業3類型別構成比をみる

と、基礎素材型産業54.0％

（6兆4533億円）、加工組立

型産業31.9％（3兆8193億

円）、生活関連・その他型産

業14.1％（1兆6871億円）と

なっている。 

（２）在庫額  （第3表） 

 製造品等年末在庫額（従業者30人以上の事業所における「製造品」及び「半製品・仕掛品」の年末在庫

額）は、8817億円で、前年年末在庫額に比べ、384億円（4.6％）の増加となった。 

 産業別に前年年末在庫額と比べると、24産業のうち16産業が増加し、8産業が減少した。増加した産業は、

石油・石炭385億円（199.5％）増、非鉄金属95億円（23.7％）増、金属製品84億円（11.5％）増などであ

った。一方、減少した産業は、はん用機械204億円（▲21.2％）減、鉄鋼47億円（▲4.5％）減、輸送機械

46億円（▲9.1％）減などであった。 

（３）在庫率    （第3表、第23図） 

 在庫率（生産額に占め

る在庫額の割合）をみる

と、産業平均は7.7％で前

年に比べ0.3ポイントの低

下となった。 

 産業別にみると、在庫

率の高い産業は、繊維

14.6 ％ 、 生 産 用 機 械

13.6 ％ 、 は ん 用 機 械

13.5％の順となっている。

一方、在庫率の低い産業

は、家具2.6％、電子部品

2.6％、食料品2.9％の順

となっている。 
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基礎
素材型
60.4% 

生活

関連

6.2%

加工

組立型

33.4%

（年間投資総額6842億円）

業務用機械
情報通信機械
はん用機械
生産用機械
輸送用機械

なめし革 0.0%
繊維 0.2%
その他 0.3%
飲料・たばこ 0.4%
家具 0.8%
印刷 1.0%
食料品 3.6%

鉄鋼
非鉄金属
金属製品
プラスチック製品
パルプ・紙
ゴム製品
木材

0.4%
2.2%
2.3%
2.6%
2.7%

5.3%
3.3%
2.8%
2.5%
1.1%
0.3%
0.2%

電気機械

7.7%

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

木
材

パ
ル
プ
・
紙

化
学

石
油
・
石
炭

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

ゴ
ム
製
品

窯
業
・
土
石

鉄
鋼

非
鉄
金
属

金
属
製
品

は
ん
用
機
械

生
産
用
機
械

業
務
用
機
械

電
子
部
品

電
気
機
械

情
報
通
信
機
械

輸
送
用
機
械

食
料
品

飲
料
・
た
ば
こ

繊
維

家
具

印
刷

な
め
し
革

そ
の
他

平成21年

平成22年（億円）

９   年  間  投  資  総  額  〔有形固定資産〕（従業者30人以上）  （第3表、第24・25図） 

 有形固定資産の年間投資総額は、6842億円で、前年に比べ300億円（4.6％）の増加となった。 

 産業別にみると、化学が1595億円（構成比23.3％）と最も多く、次いで電子部品1064億円（同

15.6％）、石油･石炭1005億円（同14.7％）の順となっている。 

前年と比べると、24産業のうち8産業が増加し、16産業が減少した。増加した産業は、石油･石炭821億円

（445.1％）増、化学619億円（63.5％）増、電気機械292億円（126.0％）増などであった。一方、減少し

た産業は、電子部品827億円（▲43.7％）減、窯業・土石235億円（▲32.9％）減、はん用機械93億円（▲

37.1％）減などであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第25図 年間投資総額の産業別対前年比較（従業者30人以上） 
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第26図 事業所敷地面積の産業別・地域別構成比

生産用機械 6.7

輸送用機械 6.3

その他18業種
金属

製品

石油･

石炭化学鉄鋼

（従業者30人以上）
（事業所敷地面積 3982万4559㎡）

産業別

（％）
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（％）

泉州

地域

大阪市

地 域

東大阪

地 域

南河内地域 3.3
北大阪地域 12.7 

地域別

10 工 業 用 地 及 び 工 業 用 水（従業者30人以上） 

（１）工業用地  （第6-2・14-2表、第26図） 

 事業所敷地面積は、3982万4559㎡で、前年に比べ15万5906㎡（0.4％）の増加となった。 

産業別にみると、鉄鋼が684万9010㎡（構成比17.2％）と最も多く、次いで化学627万5806㎡（同15.8％）、

金属製品336万225㎡（同8.4％）の順となっている。 

前年と比べると、24産業のうち10産業が増加し、14産業が減少した。増加した産業は、金属製品32万

3651㎡（10.7％）増、輸送用機械26万8122㎡（12.0％）増、電気機械17万257㎡（14.7％）増などであった。

一方、減少した産業は、はん用機械26万770㎡（▲12.4％）減、鉄鋼15万1177㎡（▲2.2％）減、化学6万

9659㎡（▲1.1％）減などであった。 

地域別にみると、泉州地域1743万1601㎡（構成比43.8％）、東大阪地域835万6477㎡（同21.0％）、大阪

市地域764万6750㎡（同19.2％）、北大阪地域507万6068㎡（同12.7％）、南河内地域131万3663㎡（同

3.3％）となっている。 

市町村別の構成比をみると、堺市25.3％（1008万3514㎡）、大阪市19.2％（764万6750㎡）、高石市7.6％

（302万7182㎡）の順となっている。 

 １事業所当たりの敷地面積

は、1万4482㎡で前年に比べ、

94㎡（0.7％）増であった。

産業別にみると、石油・石炭

30万6230㎡、鉄鋼4万9631㎡、

飲料･たばこ2万9991㎡の順と

なっている。 

 また、敷地面積1000㎡当た

りの生産額をみると、3億31

万円となっている。産業別に

みると、電子部品10億3096万

円、情報通信機械7億1770万

円、電気機械5億4464万円の

順となっている。 

（２）工業用水 （第6-1・6-2・11・14-2表、第27・28図） 

  1日当たりの用水使用量は、587万288㎥(淡水使用量507万9074㎥、海水使用量79万1214㎥)で、前年に比

べ23万5965㎥（4.2％）増加した。 

 産業別にみると、石油・石炭が195万2622㎥（構成比33.3％）と最も多く、次いで化学が170万3309㎥

（同29.0％）、鉄鋼126万8082㎥（同21.6％）の順となっている。 

 地域別にみると、泉州地域429万2601㎥（構成比73.1％）、大阪市地域106万9268㎥（同18.2％）、東大阪

地域29万9104㎥（同5.1％）、北大阪地域19万8639㎥（同3.4％）、南河内地域1万676㎥（同0.2％）となっ

ている。 

地域別に使用量の大きい産業をみると、泉州地域では石油・石炭195万2579㎥（構成比45.5％）、大阪市

地域では鉄鋼63万1663㎥（同59.1％）、東大阪地域では鉄鋼18万1879㎥（同60.8％）、北大阪地域では輸送

用機械5万760㎥（同25.6％）、南河内地域では食料品3432㎥（同32.1％）がそれぞれの地域で第1位の割合

を占めている。 

 市町村別の構成比をみると、堺市53.4％（313万2577㎥）、大阪市18.2％（106万9268㎥）、高石市16.2％

（94万9718㎥）の順となっている。 

 淡水使用量を水源別にみると、回収水451万3212㎥（構成比88.9％）、工業用水道34万6997㎥（同6.8％）、

上水道8万2745㎥（同1.6％）、井戸水7万1109㎥（同1.4％）、その他の淡水6万5011㎥（同1.3％）となって

いる。 

 また、用途別では、冷却・温調用水442万6624㎥（構成比87.2％）、製品処理用水と洗じょう用水32万

3065㎥（同6.4％）、その他24万5253㎥（同4.8％）、ボイラ用水5万9298㎥（同1.2％）、原料用水2万4834㎥

（同0.5％）となっている。 
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第28図 用水使用量（淡水）の水源別・用途別構成比（従業者30人以上）

（用水使用量[淡水] 507万9074m3）
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第27図 用水使用量の産業別・地域別構成比（従業者30人以上）

（用水使用量 587万288m3）
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第29図 リース契約額の産業別構成比 （従業者30人以上）
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11 リ ー ス 契 約 額 及 び リ ー ス  支 払 額（従業者30人以上） 

 リース契約額は、670億9124万円で、前年に比べ42億6515万円（▲6.0％）の減少となり、リース支払額

は、640億1621万円で、前年に比べ142億194万円（28.5％）の増加となった。 

（１）リース契約額  （第3表、第29図） 

産業別にみると、電子部品が363億1075万円（構成比54.1％）と最も多く、次いで電気機械181億1180万

円（同27.0％）、食料品18億9274万円（同2.8％）の順となっている。 

産業3類型別構成比をみると、加工組立型産業85.7％（575億59万円）、基礎素材型産業7.9％(52億7191万

円)、生活関連・その他型産業6.4％(43億1874万円)となっている。 

前年と比べると、24産業のうち13産業が減少し、11産業が増加した。減少した産業は、電子部品119億

7768万円（▲24.8％）減、窯業･土石56億4047万円（▲89.6％）減、はん用機械19億9006万円（▲74.2％）

減などであった。一方、増加した産業は、電気機械176億2579円（3626.6％）増、印刷3億1105万円

（21.1％）増、業務用機械2億3560万円（431.4％）増などであった。 
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第30図 リース支払額の産業別構成比 （従業者30人以上）
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（２）リース支払額  （第3表、第30図） 

産業別にみると、電子部品が214億6016万円（構成比33.5％）と最も多く、次いで電気機械57億1501万円

（同8.9％）、生産用機械53億132万円（同8.3％）の順となっている。 

産業3類型別構成比をみると、加工組立型産業58.9％（376億7663万円）、基礎素材型産業25.2％（161億

2750万円）、生活関連・その他型産業16.0％(102億1208万円)となっている。 

前年と比べると、24産業のうち6産業が増加し、18産業が減少した。増加した産業は、電子部品164億

5126万円（328.4％）増、電気機械40億22万円（233.3％）増、印刷4億704万円（9.3％）増などであった。

一方、減少した産業は、家具13億5419万円（▲79.7％）減、プラスチック製品11億8365万円（▲30.9％）

減、窯業・土石11億2730万円（▲46.4％）減などであった。 
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府　内　地　域　分　割　地　図
(平成22年12月31日現在)

（従業者４人以上）
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